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まちづくりの分野において、市民、企業、行政によるパートナーシップの概念が明確に登場
したのは1990年代とされる。グラウンドワーク（以下、GWという。）は、それよりも早く1980年
代初頭に英国で導入された地域住民・NPO、企業、行政の協働によって地域の再生を図る「パー
トナーシップ型まちづくり」のしくみである。さまざまな分野の専門スタッフが専従する非営利
組織であるGWトラストを各地に設立し、全国的なネットワークを形成しつつ、それぞれの地域課
題に対応した多様な事業をとおして地域の総合的な再生に取り組んでいる。その先駆的な取り組
みは、わが国においては1990年代初めに紹介され、全国各地でGWをモデルとしたまちづくり活動
が始まった。また、1995年には（財）日本GW協会（以下、JGAという。）が設立され、GWの全国的
な普及啓発が進められてきた。とくに、近年では経済社会の成熟化に伴い、これまで行政によっ
て独占されてきた公共政策を市民・企業・行政の協働によって担う概念である「新しい公共」が
注目されているが、その実践モデルとしてGWが再評価されてきている。 
 このような状況を背景に、わが国のGWの全体像を把握することは、わが国においてパートナー
シップ型まちづくりを推進するNPOの組織設立や組織運営・事業運営のあり方を検討するうえで、
多くの示唆を得ることができよう。また、GWが紹介されて以来約20年を迎える日本のGWの発展状
況の全体像を概観することは、わが国におけるパートナーシップ型まちづくりの発展の歴史を捕
捉するといった観点からも、有意義なことである。 
そこで、本研究は、英国発祥の地域住民・企業・行政のパートナーシップによって地域再生
を図るまちづくりのしくみ・組織であるグラウンドワークのわが国での展開方向について、日英
のGWの比較をとおして考察したものである。 
論文の構成は大きく二編に構成される。前編は、第２章から第４章までで英国GWの展開過程
や事業特性について概観し、後編の第５章から第７章では、それらとの比較検討をもとに、わが
国でのGWの展開可能性について考察した。 
まず、前編の第２章では2000年代初頭までの英国GWの展開過程について、設立経緯や政府の
政策変化に対応した組織構造の展開経緯について概観するとともに、組織の運営方策、特徴的な
活動事例、財政構造等について、整理した。 
第３章および第４章は、2000年代以降の英国GWの先駆的・特徴的な取り組みを整理した。第
３章は、環境再生型から社会再生型の事業テーマに取り組む英国GWの活動事例として、若年失業
者やニート層を取り巻く社会的排除問題への具体的な取り組みについて、整理した。また、第４
章では、2000年代以降の英国GWの全体的な動向を概観するとともに、特徴的な動向の一つである
社会企業化への取り組みについて具体的な事例を通じて整理し、今後のわが国のまちづくりNPO
の活動方向性の示唆を得た。とくに補論においては、近年の政権交代に対応した英国GWの基本戦
略の最新情報について、整理をおこなった。 
 後編では、まず第５章において、JGAが推進したグラウンドワーク普及啓発の基本戦略や、地
域組織の設立推進事業であるパイロット事業に焦点をあてて、日本におけるグラウンドワークの
導入と展開過程について概観した。 
 第６章および第７章は、これまでの分析をもとに日本のGWの組織及び事業特性とそれぞれから
みた発展課題をとりまとめた。第６章では、まず日本のGW活動団体の設立状況として、GW活動団
体の設立地域、設立背景、設立の主導タイプ、JGAからの支援内容、活動エリアおよび団体運営
に対する各セクターの関与について分析整理した。これらをもとに、英国GWとの比較による日本
のGWの組織特性は、①自発的組織による連絡型の組織構造、②大都市地域に少ない設立地域、③
環境再生指向の設立背景、④市民主導による草の根型の組織、⑤限定型の活動組織の存在、⑥部
分的・外縁的な各セクターの関与および⑦多様な組織による連携交流ネットワークにあることを
明らかにした。これらを踏まえて、組織特性からみた日本のGWの発展に向けた課題として、1)パ
ートナーシップによる運営体制の構築、2)組織仕様の標準化、3)フランチャイズ的手法によるネ
ットワーク運営、および、4)パートナーシップ政策の導入を目指した組織活動、が必要であるこ
とを提言した。 
 また、第７章では、まず日本のGW活動団体のとりくみとして、事業体制、事業手法、体の事業
内容およびJGAとの連携内容について分析整理した。これらをもとに、英国GWとの比較による日
本のGWの事業特性は、①身近な自然環境問題への対応、②単一的な事業テーマ構成、③自らが主
体となる現場型活動、④企業との弱い協働関係、⑤専門性のあるボランティアに支えられた事業
運営、および、⑥政策等への消極的な対応、にあることを明らかにした。さらに、日本のGWの先
駆的なモデルであるGW三島の事業特性と展開プロセスについても概観した。これらを踏まえ、事
業特性からみた日本のGWの発展に向けた課題として、1)社会再生を目指した段階的な事業内容、
2)協働を広げる中間支援型の事業手法、3)事業調整力の高いスタッフ雇用と資金源多角化の事業
体制、および、4)総合的・包括的取り組みを意識した事業戦略、が必要であることを提言した。 
 最後に、第８章において結論として本研究の要約おこない、日本のGWの展開方向についてとり
まとめた。 
